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第２章

マクロ計量モデルの概要

植 村 仁 一

はじめに――マクロ計量モデルとは

現実経済の動向を把握，分析，そしてその将来像を予測するため，多く

の研究者が過去から現在にわたり数多くの種類のモデルを開発・利用して

きた。分析する者によって興味の対象となる経済事象は異なるであろうし，

分析結果の利用者が政策担当者か企業経営者か，あるいは大学などの学術

分野の研究者かといったちがいにより，モデル構築のコンセプトは変わっ

てくるだろう。

第１章でみたように，こうしたモデルには構築の出発点にある分析の方

向性，さらにそこから発展・派生するさまざまな経路があるため，細かい

差異をみていけば非常に多くの種類があるといえる。しかし一方で，たい

ていの場合，モデルとはそれが現実の経済を映し出す「鏡」であることを

想定して（または願って）組み立てられる（１）。

この思想のもと，作成されたモデルは現実の経済を把握し，その行き先

を占うツールとして用いられるのである。

ところで現実の経済は，個々の動向を完全に把握することが不可能なほ

ど多種多様にわたる経済・社会変数が複雑に絡み合い，さらに量的に把握

できない情報も入り混じって構成されているということは容易に想像でき

る。また，オンラインシステムを通じた（すなわちほぼ瞬時に完了するといっ
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てよい）資金の移動に比べれば，航空機や船舶，陸路を通じた物的・人的移

動はその開始から完了までにはタイムラグが生じている。従って，「年」や

「四半期」といった一定の期間内でのフロー変数はある意味便宜的に区切

られたものであり，たとえば「ある期間内における資金移動と物的移動の

関係」といった関係式の推定すら「ある期間内に起こったと『記録されて

いる』情報同士の関係」を示すにすぎない。

そこで多くの場合，モデル分析とは，このような多種多様な変数をすべ

て取り込むことを最初から諦め，核となる変数群を取捨選択した上でその

因果関係・相関関係を，経済理論および統計理論の裏づけに基づいて単純

化したものによる分析であるといえる。現実を単純化するための切り口，

着目する変数の数，さらに変数同士の関連の設定方法（主観的な情報で関連

付けるか，客観的なデータに頼るか，といったちがいもある）など，さまざまな

種類の（異なる）分析手段としてのモデルが開発されてきた。

マクロ計量モデルは，そのエッセンスだけをいえば，

�１ 複数の変数を同時に把握する

�２ 量的時系列データによる

�３ 変数間の関係は変数自体から（客観的に）決定される

という「連立方程式体系」（同時方程式ともいう）で現実経済を表現するもの

である。経済変数同士が連立方程式の形で相互の関連を表現していること

から，その連立方程式を解くことにより，「すべての方程式を同時に満たす

ような多くの変数の値」が解として得られる。従って，解として得られる

経済変数群が数学的な整合性を保つ。

これら方程式群は，その定式化（何を何で説明するかを方程式の形で表すこ

と）は分析者に任されるが，いったん式の形が定まれば，式に含まれるパラ

メータ（方程式の各変数に付く係数）は量的時系列データから客観的に導き出

されるため，同じデータを用いて同じ定式化をすれば，誰が行っても同じ

方程式が得られる（２）ことから，モデルの客観性が高いという特性も同時に併

せ持つ。

これに対し，別々の経済変数を個々に（主観的に）検討している場合を考
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えてみよう。いささか極端な例ではあるが，複数人が一つのグループとし

て「経済予測」を行おうとしているとする。各メンバーは，各変数に共通

する外的条件といった予測の前提のことを互いに話し合うことなく，消費

や投資，貿易の動向などを個別に決定する。ある者は過去のトレンドを引っ

張ってみてそこに独自の「味付け」をして消費を予測し，別の者は専門家

にお伺いを立てて輸出入動向の予測をする，という具合である。GDPも

（他の変数と独立して）独自に予測値が出てくるとする。

例：各担当者がバラバラに項目ごとの予測（のようなこと？）をしたと

する（図２―１）

消費 低下

投資 低下

政府部門 ほぼ横ばい

輸出 若干低下

輸入 ほぼ横ばい

GDP 緩やかな成長

（果たして実際にこんな経済が成り立つのだろうか？）

図２―１ 各担当者の予測

（出所） 筆者作成。

第２章 マクロ計量モデルの概要
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普通に経済学や経済統計のことを知っている人であれば，このようなこ

とは起こりえないことはすぐわかるだろう。しかし，より多くの「予測数

値」が他部門にわたって作成され，部分部分の整合性は一見よいようにみ

えるものであったとしたらどうだろうか？

これほどまで無軌道な（そしてすぐに露見しそうな）ものでなくても，たと

えば上と同じように求められた個々の変数の総体として「国内総生産（GDP）」

の予測値が算出されたとすると，それは同一の前提に従ったものでもなく，

予測対象としている経済に影響のありそうな外的条件（世界経済の動向や為

替動向，エネルギー価格といったものなど）が同じであるという保証もないも

のから積み上げられた，まことに心許ないものであるといえる（心許ないど

ころか，項目ごとに互いに矛盾した予測が出てくることだってありうる）。このよ

うな事後的な検証不可能な見通しは「予測」ではなく，単なる「予想」で

ある。

一方前述のように，マクロ計量モデルは全体で一つの連立方程式体系で

あるから，方程式ごとに矛盾する外生条件を与えること自体が無意味であ

る（たとえば，輸入関数と投資関数があるとして，その両方に原油価格という外

生変数が含まれている場合，前者には原油価格上昇，後者には下落，という条件

設定は通常はできない）。

また，マクロ計量モデルではすべての方程式の係数（パラメータ）は現実

のデータから導き出されるものであり，そこには分析者の主観が入る余地

がない。このため，同一データ，同一定式化，同一推定法であれば，誰が

行っても同一のパラメータ群が得られるという客観性も保証される。今川

（１９７９）によれば「実証モデルとはパラメーター推定のなされたモデルとい

う意味であり，理論モデルにおいてもパラメーターの値を適宜に与えてそ

のモデルの機能をチェックしたものもあるが，その場合は実証モデルとは

呼ばない」としている。

このように，客観性が確保された上で全体として同一の前提に沿い，ま

た連立方程式として個々の項目の相互の関連を維持しているため，理論と

外的条件の両方と整合的な解が得られる（変数群が一貫性をもつ）のである。

ただし，そこには暗黙かつ当然の前提として，構成要素である方程式群が

22



経済理論と整合性をもち，統計理論によってその挙動や安定性が保証され

ることも同時に求められる。こうした客観性と理論整合性，そして数学的

特性によって解の一貫性が保たれるのである。

第１節 マクロ計量モデルの種類

マクロ計量モデル分析で取り扱うデータは上記のとおり時系列のマクロ

変数群であり，一国経済が全体としていかなる姿をとっているのか，どう

変化してきたのか，また変化して行くのか，が興味の中心となる。

１．需要（先決）型と供給（先決）型

それぞれ需要決定型，供給決定型とも呼ばれる。このモデル区分では，

単に需要型，供給型と呼び習わしているが，それぞれ核となる GDPの定義

（第４節で解説）として，需要型では GDP は各需要項目の総和として定ま

るとする一方，供給型では GDPは各産業の生産（付加価値）の総和として

定まるとするものである。

■需要型 GDPは需要項目（支出側）の総和として定義される。核となる

GDP定義式はたとえば以下のようになる。

GDP＝民間（消費＋投資）＋政府（消費＋投資）

＋在庫増減＋（輸出－輸入）

政府部門を一本化するなど，分析目的によって集計の度合いが変わるこ

ともあるし，公表されているデータの制約に左右されることもある（たとえ

ばインドネシアの国民経済計算では「民間投資」「政府投資」が合算された「（総）

投資」として公表されているし，韓国の投資は長らく「民間」「政府」の区分では

なく，「設備」「建築」の区分で公表されてきた）。また，輸出入も財・サービス

別に公表される国もある。いずれにせよ，こうした項目別に与えられるデー

第２章 マクロ計量モデルの概要
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タをもとに民間消費や民間投資といった需要項目の関数が推定され，それ

らを組み合わせたものがモデルとなる。

（例）消費関数

消費＝f［可処分所得，消費者物価，賃金水準，…］

■供給型 GDPは供給項目（生産側）の総和として定義される。分析の目

的により，さらに細かい産業分類を行うことも当然想定される。

GDP＝第１次産業（の付加価値）＋第２次産業（同）

＋第３次産業（同）

各産業の付加価値の関数を推定し，それを組み合わせてモデルの核とす

る。生産関数にはたとえばコブ―ダグラス型生産関数などを適用する（３）。

（例）第 i次産業のコブ―ダグラス型生産関数

VA i：第 i 産業の付加価値額，vi：付加価値率，A：技術進歩係数，

Ki：資本，Li：労働，α：資本分配率（１－α）：労働分配率，（０＜α＜１）

２．モデル型の選択について

はじめに，以下の記述をみていただきたい。これは，経済の発展段階に

よって適用にふさわしいマクロ計量モデルの型が異なることを示している。

�１ １９５０―６０年代の日本経済：供給型モデルが多く適用された

�２ １９６０―７０年代の ASEAN経済：供給型モデルが多く適用された

�３ １９８０年代に入り，ASEANでも，とくに輸出が経済に大きな寄与

をするようになると，需要型モデルが多く適用された

そしてこの事実は経済発展の度合いによって経済の隘路（ボトルネック）

が供給側から需要側に移行していることを示している。つまり ASEANの例
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でみると１９６０―７０年代には十分な有効需要に対して供給側に経済の隘路があっ

た（つまりモノをつくりさえすればそれは確実に需要の対象となるが，資本財や

熟練労働者といった供給能力が不足していた）といえるし，８０年代後半以降に

なると，むしろ隘路は需要側にある（資本財や労働力のような供給能力は十分

になってきたがそれを使い切る有効需要が不足する）という事態に移行してき

たといえる。

通常，経済分析というのは豊富に存在するものには興味はなく，どうす

れば不足しているものを補えるのかを考えるものであるから，これらモデ

ル構築のコンセプトが供給型から需要型へと移行しているのは自然な流れ

である（４）（この点については第３章（渡辺），第４章（ケオラ）もあわせて参照さ

れたい）。

なお，ここには現れていないが，７０年代以降の日本（輸出が経済に大きく

寄与）や，日本等の先進国より一歩遅れて（しかし ASEANよりは若干早く）

開発が進んだ韓国・台湾といったかつてアジア NIEsと呼ばれた経済群につ

いてもモデル開発に関しては同様の経過をたどっている。アジア経済研究

所では１９８０年代前半から本格的なマクロ計量モデル開発が始まったが，１９８５

年時点で供給型であった韓国モデルは１９８７年に需要型へと移行している（植

村２０１０）。

３．短期モデルと長期モデル

需要型モデルと供給型モデルはまた，上記のような発展段階によるのと

は別な側面からもとらえられる。

需要型モデルでは，輸出に関しては「小国の仮定」をおく。すなわち，

（自国を除く）世界経済向けの輸出は外生的に定まり，海外からの需要に応

じて供給能力の限界まで供給できるとする。一方，輸入は自国の購買能力

である所得（GDP）に制約を受ける。

このような特性から，需要型モデルによる経済予測を行おうとする場合，

海外の需要である輸出を予測期間にわたって外生的にモデルに与え続ける

必要がある。

第２章 マクロ計量モデルの概要
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一方，供給型モデルでは，産業ごとの生産関数による定式化が行われ，

総和として GDPが決まることから，各産業の自律的な成長経路を各方程式

が追っていくこととなり，長期的な海外からの需要といった外生条件の設

定は不要である。

従って，２～３年といった短期の予測には需要型モデル，１０年を超える

ような中長期の予測には供給型モデルがそれぞれ適切なモデル型として選

択される傾向がある。

ただし，これらの「予測」という意味合いには微妙なニュアンスのちが

いがあり，需要型モデルを用いた短期予測では，貿易や投資といった比較

的短期に定まる変数の動向を把握することによって数年先の経済の姿を見

ようとするのに対し，供給型モデルを用いる中長期予測では，技術革新と

いった，より根本的で大きな動きをモデル化し，さらに複数のシナリオを

比較検討することによって（具体的な年の具体的な成長率という数字を追うと

いうよりは）経済の辿っていく「経路」を対比させてみるといった用途に多

く使われている（５）。

（コラム）マクロ計量モデルのはじまり

１９５０年，米国ミシガン大学講師のローレンス・クライン（L.R. Klein）（の

ちペンシルバニア大学教授・１９８０年ノーベル記念経済学賞受賞）は１９２１～４１

年の米国のマクロ経済データをもとに，その時期の米国経済を以下の連立方

程式群で記述した（Klein１９５０）。これはクラインの第１モデル（Klein's Model

I）と呼ばれ，最初のマクロ計量モデルの試みとされている。このモデルは固

定価格で表された閉鎖経済の実物部門ブロックのみで金融セクターのブロッ

クは導入されておらず，インフレーションのメカニズムも実装されていない。

消費関数

C＝a１＋b１P＋c１P－１＋d１W

投資関数

I＝a２＋b２P＋c２P－１＋d２K－１
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民間賃金関数

W＊＝a３＋b３E＋c３E－１＋d３A

定義式群

P＝Y－W

Y＝C＋ I＋G－T

K＝K－１＋I

W＝W＊＋W＊＊

E＝Y＋T－W＊＊

ここで，各関数および定義式の左辺におかれた変数はモデル内で決定され

るものであり，「内生変数」と呼ばれる。このモデルの内生変数は以下の８つ

ということになる。

C：民間消費，I：民間投資，W＊：民間賃金所得，P：利潤（非賃金所得），

Y：国民所得，K：資本ストック，W：総賃金，E：年間生産所得

一方，右辺にのみ現れる変数はモデルの外からその値を与えられるべき変

数であり，「外生変数」と呼ばれる。このモデルでは以下の４つがそれである。

W＊＊：公的部門賃金所得，T：間接税，G：政府支出，A：タイムトレンド

また，添え字 －１ は前期の値を示す。

クラインはこのモデルで「合衆国の経済変動を大恐慌期をはさみながら上

首尾に説明し，人々を驚嘆させるに足る十分に高い精度さえ示し」（森棟１９８５）

たといい，マクロ計量モデルはその揺籃期において華やかな御披露目を果た

したのである。

第２節 マクロ計量モデル構築の手順

マクロ計量モデルを構築するには，以下のような「原材料」が必要とな

る（６）。

（原材料）

・時系列データ（暦年データ，年度データ，半期・四半期データ等）

第２章 マクロ計量モデルの概要
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・経済理論

・統計理論

１．モデルは何に使うのか？

一口にマクロ計量モデルといっても，先にみたように「需要型」「供給型」

あるいは「短期モデル」「長期モデル」といった区分がある。まずはどうい

う目的のためにそのモデルを使うのかをはっきりさせておく必要がある（「い

かなる計量モデルを構築するかは，その分析目的によっておのずと異なってくる」

（貞広１９９２））。

たとえば経済予測を目的とするなら予測対象となる変数は当然内生化さ

れていなければならないし，そうした関数に導入する説明要因にはシミュ

レーションで（外生的に）変化させたい変数を注意深く選択し，導入するの

である（「内生」「外生」といった用語については第３節「内生変数と外生変数」

参照）。

２．定式化の方法

マクロ計量モデルは連立方程式で表現されるものであるから，上に述べ

たような直接的な外生変数がなくても，普通はまったく別の方面を変化さ

せるための外生条件を変化させても対象変数に影響が及ぶ。しかし，注目

したい変数が外生変数のみで説明される構造である場合はそうした働きは

なくなるということに注意しよう。変数同士の有機的な結合というのがマ

クロ計量モデルの醍醐味でもあるのだから，経験的には

�１ 他の方程式群とかかわりをもつための内生変数

�２ 当該変数に直接に影響を与える操作をするための外生変数

の両方が各方程式に説明要因として入っている場合，全体としてのモデル

が「使いやすい」ものとなることが多い。

第８節で説明する「変数フローチャート」を描きながら作業を進めてい
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くとモデル構築上，変数の流れが把握しやすくなるので活用するとよい。

３．パラメータの経済学的解釈と統計学的有意性

定式化が決まれば，時系列データから最小自乗法等の手法を用いてパラ

メータ群を推定することになる。このとき，パラメータの経済学的意味付

けを事前に行っておく必要がある。

たとえば，

�１ 所得が上がると消費は上がる

�２ 物価が上がると消費は下がる

という二つの（経済学的）命題がある。これを消費関数の説明要因として用

いる所得変数や価格変数に当てはめて考えると，現実のデータから推定さ

れたパラメータのうち，所得変数に関するものには正符号，価格変数に関

するものには負符号が期待される，ということである。

これを「パラメータの符号条件」といい，多くの場合実際にパラメータ

を求めるよりも前の段階で考慮しておくべき事項である。言い換えれば符

号条件はパラメータが「経済学的に望ましい条件を満たすこと」を事前に

設定するものである。実際に求められたパラメータがこの条件を満たして

いない場合，

�１ 説明変数の追加や削除

�２ 対数や階差（前期，４期前など，一定期間前との差），変化率といっ

た変数変換

�３ 変数のラグ構造の変更

�４ 推定期間の変更

といった定式化の変更を（場合によってはこれらの組合せで）行い，望ましい

符号が得られる式を模索する。

しかしどのようにしても望ましい符号が得られないということはしばし

ば経験することであるが，それはデータ加工や定式化の変更の問題ではな

第２章 マクロ計量モデルの概要
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く，設定する条件の方が十分な理論的基礎をもたない直観的な仮説であっ

たり，直接的な正の効果のみを考慮に入れ，間接的な負の効果を無視した

符号条件であったりする場合には，符号条件は必ずしも直観的な条件と等

しくない場合がある（刈屋１９８６）。また，同じく刈屋（１９８６）では，ミクロ

主体の行動（たとえば分析者が「そう思う」こと）と，実際のマクロデータ

（多くの行動の平均的なもの）とが合致しない場合にも言及している。

さて，定式化が決まり，実際にパラメータが求められたとする。今度は

そのパラメータが「統計学的に望ましい条件を満たしているかどうか」を

確認する必要がある。これは各パラメータの「統計的有意性」を調べるこ

とによってなされる。

統計理論に基づけば，回帰パラメータは確率変数であり，一つのデータ

セットから実現されたパラメータは，目にみることはできないがある分布

をもつ変数の一つの実現値，という解釈となる。そこで，今得られた実現

値が（実際にはみることのできない）分布の中ではどのあたりにあるのかが問

題となる。これを測る指標がパラメータの標準誤差や t値である。あるパラ

メータの t値が小さい（絶対値で０に近い）場合，それはパラメータの標準

誤差が大きい（みえない分布の標準偏差が大きい）というのと同義である。t

値が小さいということは，今得られた実現値がみえない分布の中心（そこが

０である）付近にあることを示すということだから，統計学的には「そのパ

ラメータの『真の値』が０であるという仮説を否定できない」ということ

になる。

加えて，単体の式では誤差項の自己相関の有無をみるためのDurbin-Watson

統計量，あるいは検定統計量ではないが全体の説明力をみるための（自由度

修正済み）決定係数があり，複数の定式化同士を並列に比べる場合，いずれ

がより望ましい性質を備えるかをみる指標がある。さらに重回帰の場合に

は複数のパラメータをまとめて有意性の検定をする F統計量といった指標

もあり，これらいくつもの指標を総合的にみながら，各種方程式の候補を

見つけていくのである（７）。

このように，経済学的にも，統計学的にも望ましい条件を満たした後，

その式は単体としてはもちろん，モデルの「部品」として用いることがで
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きるようになる。

ただし，単体で望ましい条件を満たしたからといってそれらを組み合わ

せたモデルが望ましい挙動をするかどうかは保証のかぎりではない。した

がって，モデル構築作業は式を組み込んではモデル全体を動かし，各種指

標を検討しては式を入れ替える，あるいは取り外すといったことを何度も

試行錯誤しながら進めるのが通常の手続きである。

第３節 内生変数と外生変数

内生変数とは，モデル内で（連立方程式の解として）その値が決定される

変数のことである。これに対して外生変数は外から与えられる情報として

モデル内に取り込まれる変数であり，モデル内では定数と変わりないもの

である。外生変数はまた「政策変数」として，シミュレーションを行う際

のモデル外部からの情報の入り口ともなる。簡単な例でこれを説明する。

１．連立方程式で表現されるモデル

モデルに組み込まれる一本一本の方程式はさまざまな経済変数間の関係

をそれぞれ表している。たとえば，�１消費は所得（GDP＝Y）と物価（P）お

よび金融資産（FA）で，�２投資は所得と物価で，�３物価は所得で，それぞ
れ説明される構造をもつとする（８）。所得を Y，消費を C，投資を I，物価を

P，金融資産を FA で表すとすると，この３つの関係式はたとえば以下のよ

うに書かれる。

C ＝ αC ＋ βCY ＋ γCP ＋ δCFA

I ＝ αI ＋ βIY ＋ γIP

P ＝ αP ＋ βPY

これらは経済の構造そのままを関数として表現したもので，「構造方程式」

と呼ぶ。これに，政府支出を Gとして GDPの定義式（国際貿易をしていな

第２章 マクロ計量モデルの概要
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いと仮定）

Y＝ C＋I＋G

を加え，モデルを構築する。このモデルには，左辺の変数として（C，I，

P，Y）があり，これらがモデル内で値が決定される「内生変数」である。

一方右辺の変数としては（Y，P，FA，G）が存在するが，後者のうち「右辺

にしか存在しない」変数，すなわち（FA，G）が外生変数である。外生変数

は定数と変わりないと考えれば，ある特定時点について，FAおよびGには

具体的な数値を代入しているのと同等である（αC以下の係数群もすでに推定

されているとすればこれらも単なる数値である）。すると，この連立方程式には

４つの変数（すなわち内生変数）（C，I，P，Y）と４本の式が存在することに

なるから，一定の手続きでその解を求められることになる。

具体的に書いてみよう。このモデルは年データに基づくものとし，１９９０

年～２０１５年のデータを用い，回帰分析を適用して αC以下の係数を求めたと

ころ，以下のようになっていたとする（４本目の定義式は係数がすべて１であ

ると考えればよい）。

C ＝１．２＋０．７Y －０．５P ＋０．３FA

I ＝２．５＋０．５Y －０．７P

P ＝０．５＋０．７Y

Y ＝ C ＋ I ＋ G

つぎに，初年である１９９０年について，外生変数である FA および Gの

「観測値」を代入する（上で「定数と同等」と述べたとおり）。これもたとえ

ば以下のように，（FA，G）＝（１０００，３０００）という数値であったとする。

C ＝１．２＋０．７Y －０．５P ＋０．３×（１０００） ←（FA）

I ＝２．５＋０．５Y －０．７P

P ＝０．５＋０．７Y

Y ＝ C ＋ I ＋ １ ×（３０００） ←（G）

整理すると，この連立方程式体系は以下のようになる。
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C ＝３０１．２＋０．７Y －０．５P

I ＝２．５＋０．５Y －０．７P

P ＝０．５＋０．７Y

Y ＝３０００＋ C ＋ I

この４本の式には４つの未知変数があるので，代数的に解くことができ

る（実際には４本すべてが独立であるという条件が必要であり，この連立方程式

体系はそれを満たしている）。そのように得られたものが内生変数群（C，I，

P，Y）の１９９０年の「シミュレーション値」ということになる。１９９１年以降

も同様の手続きで求められる。

なお，実際のモデルはより多くの方程式群を含み，構造も複雑となるた

め，このような代数的な解き方をすることはほとんど皆無といってよく，

数値シミュレーションによって内生変数の値を決定するのが通常のやり方

である。

数値計算による「解法」も複数開発されており，それぞれ一長一短があ

るが，その解説は本書の目的とは直接合致しないため，興味のある向きは

詳細について安田（１９９９），尾崎（１９８５）などを参照されたい。

２．ラグ付き内生変数

消費関数など一部の構造方程式では，説明要因として「ラグ付き被説明

変数」を導入することがよく行われる。とくに消費関数の場合，それは後

述する「慣性効果」を表すものとみなされることが多い。定式化は以下の

ようになる。

C：消費，Z：それ以外のすべての説明要因，添え字の t，t－１はそれぞれ

今期，前期の値を示す。この方程式では，Cは消費を表す内生変数であるが，

Ct－１は前期の値を表し，今期においてはすでにその値が決定されているもの

である。このような変数を「先決内生変数」といい，モデル全体では内生

第２章 マクロ計量モデルの概要
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変数であるが，一つの期においてはすでにその数値は変化しないため外生

変数的に取り扱われる。

第４節 構造方程式と定義式

１．構造（行動）方程式

マクロ計量モデルでは，個々の方程式は経済主体の行動を表現している

と考える。たとえば，次の消費関数は，今期の消費水準が，同じ期の所得，

物価，賃金と，前期の消費および賃金によって規定されるという構造を示

している。

消費t＝f［所得t，物価t，賃金t，消費t－１，賃金t－１］

このように，興味の対象となる変数を，経済理論に基づいて定式化した

ものを，構造（型）方程式と呼ぶ。経済主体の行動を表す式という意味で

「行動方程式」と呼ばれる場合もある。

実際の分析においては，これらの変数を水準（実際の数値）でみるのか，

変化率でみるのか，といった変数変換や説明変数と被説明変数の時間差（ラ

グ構造）も考慮する場合があるが，ここでは，経済理論に基づいた消費の

「構造」をそのまま定式化したもの，という理解でよい。同様に，投資や

輸出入，物価や賃金といった変数が，それぞれがどのような構造で決定さ

れるかも構造方程式として推定され，マクロ計量モデルの部品となっていく。

２．定義式

一方，第１節（マクロ計量モデルの種類）で一部解説したとおり，国内総生

産（GDP）は，GDPの三面等価の原則から，

�１ 各部門の付加価値額の合計
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�２ 消費，投資など，支出部門の合計

�３ 労働者や資本など生産要素に分配されるものの合計

という３つの立場からみることができる。マクロ計量モデルの構築におい

ては，これらのどの立場を切り口とするかという選択を迫られる。生産面

を主としてみるような分析においては�１を，支出面を把握する分析ならば
�２の立場を選択する（分配面を中心とする立場はほとんどとられない）。
実際，支出面から経済を把握する�２の立場でモデル構築をする場合，全

体の中心には

GDP＝民間消費＋民間投資＋政府部門＋海外部門

という式が鎮座している。これは構造方程式として推定すべき式ではなく，

国民所得統計の支出部門のデータ定義がこのようになっていることからく

る「定義式」である（９）。

同様に，生産面からみる�１の立場からの構築現場では，

GDP＝農林水産業部門（の付加価値額）＋製造業部門（同）

＋サービス部門（同）

という式を中心に周囲の方程式群を推定していくこととなる。このような

定義式は「モデルの中核をなす定義式」であり，モデル全体の性格を決定

付けることとなる最も重要な定義式である。

そのほか，家計 and/or民間非営利法人の消費は構造方程式によって決定

されているとした上で民間消費全体をその合計として定義するための定義

式

民間消費＝家計＋民間非営利法人

や，モデル内では円や人民元といった固有通貨で決定される財輸入を米ド

ル建てにするための

ドル建て財輸入＝地域通貨建て財輸入÷為替レート

第２章 マクロ計量モデルの概要
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といった定義式というような，

�１ いくつかの細目分類を集約

�２ 単位変換や表記の変更

のための定義式といった使われ方がある。とくに後者の場合，その値がモ

デル内で他の方程式の説明変数になることなく，単に参照用として用いら

れることがある（分析者がモデルの「外」から参照するという意味）。この意味

では，前者は「本質的な定義式」といえ，左辺変数は本来的な内生変数と

いってよいが，後者の場合は「附加的な定義式」であり，左辺変数は（形式

上は）内生変数ではあるが，その式自体がなくても（その「内生変数」の値が

決定されなくとも）モデルの他の部分にはなんら影響を及ぼさない（１０）。

以下の例は，アジア経済研究所で行われていた「東アジア経済予測」で

実際に用いられていたマレーシアモデルである（構造方程式の中身の詳細は省

いており，メインブロックの中でもこの例示に本質的でない定義式群は除いてあ

る）。

【マレーシアモデルの例・１９９８年版】

◆ GDP＝CP＋IP＋CG＋IG＋J＋（X－M）
◇ CP＝f［...］
◇ IP＝f［...］
◇ M＝f［...］
◇ PGDP＝f［...］
◇ CPI＝f［...］
◇ PM＝f［...］
◇ PIP＝f［...］
◇ POGDP＝f［...］

◆ DMP＝GDP/POGDP
◆ PK＝（１－PDEP）＊PK（－１）＋IP
◆ GK＝（１－GDEP）＊GK（－１）＋IG
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▽ ◆ GNP＝GDP＋NFP
▽ ◇ PGNP＝f［...］
▽ ◆ GDPV＝GDP＊PGDP
▽ ◆ GNPV＝GNP＊PGNP
▽ ◆ NFPV＝GNPV－GDPV
▽ ◆ XV＝X＊PX
▽ ◆ MV＝M＊PM
▽ ◇ XCB＝f［...］
▽ ◇ MCB＝f［...］
▽ ◆ XCBD＝XCB/EXR
▽ ◆ MCBD＝MCB/EXR
▽ ◆ NCBD＝XCBD－MCBD
▽ ◆ NCB＝XCB－MCB
▽ ◆ NTRDB＝NCB＋NSB
▽ ◆ CAB＝（NTRDB＋TRSFTB＋NFPV）－CADIS
▽ ◆ CABD＝CAB/EXR
▽ ◆ NCDIGD＝NCB/GDPV
▽ ◆ NTDIGD＝NTRDB/GDPV
▽ ◆ CADIGD＝CAB/GDPV

（変数名一覧）

【マクロ指標】

GDP：国内総生産（実質），CP：民間消費，IP：民間投資，CG：政府消費，

IG：政府投資，J：在庫増減，X：輸出，M：輸入，POGDP：潜在 GDP,

DMP：需要圧力，PK：民間資本ストック，PDEP：民間資本ストックの減

耗率，GK：政府資本ストック，GDEP：政府資本ストックの減耗率，GNP：

国民総生産，NFP：要素所得，GDPV：国内総生産（名目）GNPV：国民総

生産（名目），NFPV：要素所得（名目），XV：輸出（名目），MV：輸入（名

目）

第２章 マクロ計量モデルの概要
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【価格指数】

PGDP：GDPデフレータ，PM：輸入デフレータ，PIP：民間投資デフレー

タ，PGNP：GDPデフレータ，PX：輸出デフレータ，PM：輸入デフレータ，

CPI：消費者物価，EXR：為替レート

【国際収支表】

XCB：国際収支表の財輸出（名目，以下同じ），MCB：財輸入，XCBD：財輸

出（米ドル），MCBD：財輸入（米ドル），NCBD：財貿易収支（米ドル），

NCB：財貿易収支，NTRDB：貿易収支，NSB：サービス貿易収支，CAB：

経常収支，TRSFTB：移転収支，CADIS：経常収支の誤差，CABD：経常収

支（米ドル），NCDIGD：財貿易収支の国内総生産に占める割合，NTDIGD：

貿易収支の国内総生産に占める割合，CADIGD：経常収支の国内総生産に占

める割合

記号◆が定義式，◇が構造方程式を表している。中心となるマクロ（実物）

経済ブロックは，本質的な部分では構造方程式８本，定義式４本からなる

小型のモデルである。

このモデルには１９９０年代末のアジア通貨危機の影響をみるため，マクロ

（実物）経済ブロックの外にこの時期だけ附加的に接続していた国際収支を

みるためのブロックがある（▽のついた部分）。この１９本の構造方程式および

定義式からなるブロックは，上の意味では（構造方程式も含め）附加的な式

である。その含意は，モデルの他の部分から参照されて他の方程式の説明

変数となっているものがなく，このブロック内のみでの参照関係しかない

ため，ブロック自体を取り外してしまっても本体のマクロ経済ブロックに

はなんら影響を与えない，ということである。実際，アジア通貨危機の影

響が薄れてきた後はこのブロック（▽）は丸ごとモデルから削除されている。

このようにマクロ計量モデルでは，核となるブロックを中心に，その時々

での興味や必要性を反映したブロックを附加的に導入したりとり外したり

することによってさまざまな分析に用いることができる。上の例ではアジ

ア通貨危機という一時的ショックへの反応をみるためのブロックであるた
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め，その部分を半永久的に接続しておくことを考慮せず，当該ブロック内

の変数をメインの部分から参照することはしていない。しかし，たとえば

一時的な政策変更を反映したブロックを付加的に構築・接続していたとこ

ろ，その政策がさらに進展または定着し，経済への影響が相互的・恒久的

なものに変化していくような場合には変数間の相互依存関係が深まり，最

終的にはメインブロックの一部となることも考えられよう。要するに，マ

クロ計量モデルには最終形といったものはなく，常に変化し続けるもので

あるといってよい。

第５節 静的モデルと動的モデル

各方程式の定式化を決めていく上で，説明変数として（純粋な）外生変数

および同期の内生変数のみが選ばれている場合と，説明変数の中に先決内

生変数をもつ場合とを考えよう。前者の場合，ある期の内生変数は前期以

前の内生的情報を含んでいないことになる。消費関数が以下のように，今

期の所得 Yと今期の価格 P（いずれも内生変数とする），および外生変数群 Z

で説明されているとする（このとき，外生変数群の中に前期以前の変数が含ま

れているかどうかは関係ない）。消費者は今期の所得および価格をみて消費を

決める。

この方程式以外も同様に，外生変数と今期の内生変数によって定式化さ

れているとする。こうした場合，モデルは全体として当期のみの内生変数

を次々に生み出していくが，その情報が次期以降に用いられることがない。

一方，消費関数が次のように定式化されているとする。

消費者は今期だけでなく，前期の所得や価格の情報も今期の消費を決め

るのに織り込んでいることになる。このような過去の情報を「ラグ項」と

第２章 マクロ計量モデルの概要
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いい，とくに前期の値（１期ラグ項という）はいろいろな意味でよく用いら

れる。この式で決まる消費は内生変数なので，それは（他の方程式の定式化

にもよるが，通常の場合）今期の所得や価格にも影響を与える。そうして決

まる所得や価格は，来期の消費に影響を及ぼし… と，時をまたいで変数

の動きが波及していく。すなわち，モデルは「動学的」になる。

１．消費の慣性効果

上の例では消費関数の説明要因として所得や価格の過去の値を選んだが，

実際により頻繁に目にする定式化は以下のようなものである。

これは，消費の「慣性効果」を関数に明示的に取り込んだもので，「消費

は過去の最高水準に影響を受ける」という効果を表現したものである。所

得の上昇にともなって消費水準を上げてきた消費者は，（そういう消費水準に

慣れていくことから）所得が一時的に減少したとしても以前の消費水準には

戻らず，過去（最高，つまり前期）の消費水準を維持しようとする。これは

「消費の慣性効果」と呼ばれる。この場合ラグ項には正の符号が期待され，

また，モデルが安定するためにはその係数（の絶対値）は１を下回る必要が

ある（１１）。なお，ここでは外生変数（Z）に当期の記号がついているが外生変

数については時間差の有無は本質的な意味をもたない。

反対に，今期の数値が前期の動きを打ち消す（調整する）方向に動く傾向

がある変数であれば，１期ラグ項には負の符号が期待される。この場合も

係数の絶対値は１を下回る必要がある。

２．別の意味での導入法

一方，これらとはまったく異なる考え方でラグ項を導入することがある。

現実の経済のモデル化においては，左辺の変量に影響を与えるすべての要

因を説明変数として導入することは不可能であることから，
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図２―１―１ 説明変数群

（出所） 筆者作成。

図２―１―２ 説明変数群（１期前）

（出所） 筆者作成。

被説明変数＝f［説明変数群］

という定式化は常に不完全なものであると考えられる。そして，回帰分析

という手法の枠組み上，右辺の説明変数群は量的変数（ダミー変数という一

見質的変数にみえる例外もあるが，それも量的な調整を行う変数である）に限ら

れている。図示すると以下のような関係である。

ところで，この左辺と右辺の説明関係は構造的なもので，ある程度安定し

ており（だから「構造方程式」という），この関係は１期前には以下のようで

あったと当然に想定されている。

第２章 マクロ計量モデルの概要
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すると，１期前の被説明変数には，明示的に導入されている量的な説明変

数群以外のすべての情報が（前期と今期の差はあるものの）含まれていること

になる。これを根拠として，「重要な説明要因が抜け落ちている」という

（第７節「最小二乗法適用のための条件」に解説）状況に対処する，という考

え方である。

被説明変数 t＝f［被説明変数 t－１，その他説明変数群］

ただし，この操作により，誤差項の系列相関の有無を検定するDurbin-Watson

統計量が信頼できないものとなるため，系列相関の有無については h統計

量というまた別の指標を用いた検定を行うことになる。

（コラム）民間消費の慣性効果――フィリピンの例――

１９８０年代前半のフィリピンでは，フェルディナンド・マルコス大統領（当

時）が国政を私物化し，腐敗政治を行っていた。これと対立するベニグノ

（ニノイ）・アキノ・ジュニア上院議員が１９８３年に暗殺されると反マルコス運

動が一気に広まり，政治および経済は混乱を極めた。同政権末期の国内経済

は実質GDPでみて２年連続の大幅マイナス成長（１９８４，８５年の平均で－９．４％）

を記録したが，この所得減の中，民間消費はほぼ横ばいあるいは若干の上昇

が観測されている（同＋０．３％）。１９８６年にはニノイの妻であるコラソン・ア

キノが大統領となり，民主化の進展とともに経済がプラス成長に転じると，

民間消費はさらに追随する動きをみせている。ここまで明瞭に消費の慣性効

果を観測できる例は実はむしろ珍しい。

なお，民主化以降は国政の不透明感が薄れ，経済の効率性が上昇したこと

などもあって経済成長率（GDPのグラフの傾き）が民主化以前よりも大きく

なっていることも興味深い点であろう（こうした与件変化を好もしく思う海

外からの直接投資がこの時期に増大し，経済成長に貢献している面もあると

考えられる）。
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図２―２ フィリピンの GDP と民間投資（CP）

（出所） 筆者作成。

第６節 構造型と誘導型

これまでみてきた構造方程式はほとんどの場合，「分析者の視点から，経

済現象を構造的にとらえるために（経済理論に基づいて）定式化したもの」

とみることができ，その結果組み上がった連立方程式体系を解くための数

学的条件などはあまり考えずに個々の方程式が推定されている。

つぎに，このように作成された連立方程式を実際に解こうとする際に起

こるいくつかの問題をみていくことにする。ここでは次の式２本からなる

簡単なモデル を考える。

（消費関数）C ＝ a ＋ bY �１
（定義式）Y ＝ C ＋ I �２

このモデルの内生変数は Cと Y，外生変数は Iである。第１式は構造方程

式，第２式は定義式である。構造方程式で表記されたもの（つまり通常のみ

第２章 マクロ計量モデルの概要
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た目をしているモデル）をモデルの「構造型表記」という。

あらためて第１式をみると，内生変数である Cを同じく内生変数である

Yが説明する形をしている。第２式も定義式ではあるが，その右辺は内生変

数である Cと外生変数である Iの和となっており，いずれの式も右辺に内

生変数が現れている。

この連立方程式は，未知（内生）変数が Cと Yの２つ，（独立な）式が２

本あるので，代数的手続きで解くことができる。外生変数というのは単な

る数字と同じとみなしてよいから，この連立方程式の解を外生変数と構造

パラメータ群のみで表すことができる，ということである。実際この連立

方程式を解くと，

となり，右辺を外生変数だけで表すことができる。この標記の仕方を「誘

導型表記」という。誘導型で表記されたモデルでは，左辺には内生変数，

右辺には外生変数（および先決内生変数）のみが集まっている。

より正確には，右辺を純粋な外生変数と先決内生変数とだけで表したも

のを誘導型と呼ぶ。

第７節 最小二乗法適用のための条件

１．最小二乗法適用のための条件

最初に，通常の最小二乗法（Ordinary Least Squares: OLS）の前提となるガ

ウス―マルコフ（Gauss-Markov）の定理を説明する。推定するモデルを
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と表す。ここで utは誤差項，係数ベクトル β と説明変数行列 xのサイズは

任意（単純回帰でも重回帰でもよい）とする。

誤差項に関する前提は，最小二乗推定量の（統計的）性質に大きな影響を

与えるので重要である。最小二乗法では，誤差項 utの確率分布について，

以下の前提をおく。

�１ 誤差項の期待値は常にゼロ

�２ 誤差項の分散は一定（観測時点 tに無関係）

�３ 異なる時点の誤差項は無相関（系列相関なし）

，

�４ 説明変数と誤差項は互いに無相関

�５ 誤差項 utは正規分布に従う（この仮定は時によりはずされる）

これらの仮定がすべて満たされている場合を「標準的な正規回帰モデル」

といい，仮定（５）がはずれている場合を「標準的な回帰モデル」という。

２．ガウス―マルコフの定理

上で述べた仮定のうち，（１）から（４）が満たされた場合，線型回帰の最小

二乗推定量は「最小分散線型不偏推定量」（Best Linear Unbiased Estimator:

BLUE）と呼ばれる。これは最小二乗推定量が，

・不偏（Unbiased）：期待値が母数に一致し，

・線型（Linear）：説明変数と被説明変数から線型の手続きで求められ，

・最小分散（Best）：その中で最小の分散をもつ

ような推定量（Estimator）であるということを保証する定理である。

第２章 マクロ計量モデルの概要
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３．誤差項の自己相関

これらの仮定のうち，４５頁の�３の仮定（系列無相関）が満たされないこと
がしばしば起こる。系列相関が起こるケースとしては，

�１ 被説明変数を説明する上で重要な変数が欠如しており，その影

響が誤差に集約されてしまっている場合

�２ 外生的ショック（石油ショック・通貨危機など）の影響が１期で吸

収しきれずに持続する場合

�３ データ加工により誤差項に系列相関が生じる場合

�４ 定式化の失敗

などが挙げられる。�３については，「季節調整が必要のないデータに季節調
整の手続きを適用した」などという場合に起こることがある。

そして，系列相関が強い場合には，通常の最小二乗法（OLS）によるパラ

メータ推定においては以下のような問題が生じる。

�１ パラメータの推定量が BLUEにならず，パラメータの分散が過

小推定される傾向がある。従って t値が過大評価されやすい

�２ 決定係数が過大評価されやすい

１階の系列相関の有無はダービン・ワトソン（Durbin-Watson: DW）統計

量で検定できる（１２）。系列相関があると結論付けられた場合には，上記の

「重要な変数の欠落」「データ加工」などの手当てをし，それで改善しない

場合は以下の手法を用いて推定を行うなどのさらなる工夫が必要となる。

�１ コクラン・オーカット法（Cochrane-Orcutt: CO）

�２ プレイス・ウィンスティン法（Prais-Winsten: PW）

�３ 最尤法（Most-Likelihood: ML）

このうち，COや PWは一般化最小二乗法（Generalized Least Squares: GLS）

の一種である。これらの手法については廣松・藤原（１９９０），刈屋（１９８４）等
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を参照されたい。

４．同時方程式バイアス問題

一方，マクロ計量モデルでは，変数間の相互依存関係を明示的に導入す

ることから，システム全体として当然複数本の式が推定されることになり，

このとき一つの関数の説明変数の中にシステム内の他の内生変数が含まれ

ていることも多い。このような場合，４５頁の�４の条件が満たされなくなり，
OLS推定量は BLUEでなくなる。これを同時方程式バイアスと呼ぶ。

説明変数と誤差項が無相関でなくなってしまうことを，単純な例で示し

てみる。所得（Y＝GDP）および民間消費（C）とそれ以外の GDP構成要素

（W）のみで示されるモデルを考える。

民間消費関数

GDP 定義式

ここで，誤差項 utは�１～�３の条件は満たしているとする。Yは民間消費

関数では説明変数であるが，GDP定義式では左辺にあるため，上に示した

「システム内の他の内生変数」である。民間消費関数自体では Ctと utは独

立とみなせるとしても，これを GDP定義式に代入すれば，

となり，utは Ytと無相関でないことになる。民間消費関数の中では Ytは説

明変数として扱われているので，結局，�４の条件が満たされないことにな
る。このとき，ガウス―マルコフ定理により，通常の最小二乗法による民間

消費関数のパラメータ推定量は BLUEにならず，不偏性が保証されなくなっ

てしまう（最良性：最小分散の方は確保される）。また，�４の条件への抵触は
また，パラメータの一致性が保証されなくなるという問題もある（１３）。

これにはいくつの解決法があるが，同時方程式バイアスの問題は「誤差

第２章 マクロ計量モデルの概要
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項の内生性（誤差項と内生変数が無相関でない）」に起因するということだか

ら，問題点をそこに絞って考えれば，そのような内生性を消してしまう方

策があればよいことになる。

５．操作変数法・二段階最小二乗法

その一つの手法が操作変数法（Instrumental Variable: IV）で，誤差項の内

生性に対処する方策として，説明変数の方をある意味外生化する方法であ

る。推定する方程式の説明変数のうち，（誤差項と無相関でない）内生変数を，

誤差項と無相関な外生変数で回帰し，その理論値を代わりに用いる。

二段階最小二乗法（Two-Stage Least Squares:２SLS）は操作変数法の特殊ケー

スですべての内生変数を，それよりも多い数の操作変数への回帰を行う。

具体的には操作変数として外生変数を使い，手順は操作変数法と同じ（山澤

（２００４），浅野・中村（２０００）など）と考えられる。どちらの場合にも，内生

変数を外生変数の線型結合におきかえることで，内生変数（の観測値）と誤

差項の相関という問題を回避するものである。

上で述べた各手法では一本一本の方程式のパラメータを推定する「単一

推定」という一派に属するものであるが，一方で連立方程式システムに含

まれるすべての構造方程式のパラメータを同時推定する「システム推定」

という一群の推定方法があり，そこには「三段階最小二乗法」（３SLS）や

「完全情報最尤法」（Full Information Maximum Likelihood: FIML），「一般化モー

メント法」（Generalized Method of Moments: GMM）といった推定方法があ

る。興味のある方は森棟（１９８５），伴（１９９１）などを参照されたい。

（コラム）識別問題

構造型から式変形によって誘導型を導くことができることは本編で述べて

いるが，それは有限回の機械的な数式操作によって必ず導かれる。

誘導型は左辺の内生変数を右辺の外生変数のみで表したものであるから，

どんなに式が多くてもそれは「連立方程式」というよりは（ある式で定ま
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る内生変数が他の式に影響を与えない）「単独式の集合体」といえる。このこ

とから，誘導型の方程式群に対してOLSを適用しても，前述の「同時方程式

バイアス」を考慮する必要がない。

さて，そうして求められた誘導型パラメータから式変形によってもとの構

造型方程式群のそれを逆算することができるかどうかを考える。これが「識

別問題」である。

＊＊＊＊＊

ところで，数学の教科書の「連立一次方程式」では，独立な式の数と未知

変数の数が一致していない場合，解が一意に決まらないことは知っているだ

ろう。式の数が足りなければ解は一つよりたくさん（x＋y＝１を満たせば何

でもよい，など）出てくるし，式のほうが多ければ矛盾した複数の式が出て

きて解が一つも得られない（x＋y＝１と２x＋y＝１が両方出てきてしまう）

といったことが起こる。

同様に，いったん誘導型を作ったところから構造型を一意に決めることが

できるかどうかを検討するとき，実は上と同じような理由により，うまい具

合に戻せる（一意に解が決まる）場合もあれば，そうでないケースもある（１４）。

解が一意に決まるものに対応する場合を「ちょうど識別」，式の数が足りなく

なる場合を「過少識別」あるいは「識別不能」，式の数が多くなる場合を「過

剰識別」と呼ぶ。

「ちょうど識別のモデルを作成する最も簡便な方法は，その方程式にのみ現

れる先決変数をただ１個だけ加えることである。モデル体系のすべての方程

式がこの条件を満たすとき，モデル全体も識別される」（松浦・McKenzie

１９９９；２００１）ことを覚えておくと役立つかもしれない。

紙幅が限られるため，より詳しくは巻末の「補遺 第２章 識別問題の例」

および適切な参考書類を参照願いたい。

第８節 変数フローチャートの活用

マクロ計量モデル内での変数間の関係を，フローチャートを作成するこ

とにより把握しておくことはモデル全体の見通しをよくするのに役立つ。

第２章 マクロ計量モデルの概要
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図２―２―１ フローチャート１

（出所） 筆者作成。

例として，次のモデルをみてみよう。この国は海外との貿易を行ってお

らず，国民経済計算関連の変数は GDP（Y），民間消費（C），民間投資（I），

および政府支出（G）のみであるとする。このうち，政府支出は外生変数で

あり，モデル内で決定されない。また，民間消費および民間投資はいずれ

も GDPのみにより説明される（経済学的観点から，いずれの係数にも正の符号

が期待されている）ものとする。モデルは次のように記述される。

・民間消費関数

・民間投資関数

・GDP定義式

フローチャートを描くと次のようになる。

内生変数：Y，C，I

外生変数：G
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ところで，このモデルは安定的でない（変数が正の無限大に発散してしまう

おそれがある）（１５）。これは民間消費・民間投資がいずれもGDPの増加関数に

なっている（つまり係数 βC，β Iがともに正の符号が想定されており，さらにそ

の道筋しか導入されていない）ことによる。

そこで，たとえば民間消費関数を以下のように改良し，物価変数を導入

する。この変数に関する符号（γ）には負符号が期待される。

民間消費関数（改良）

（物価変数）

そして，この物価変数（P）には GDPの増大に伴い上昇する（景気がよくな

ると物価上昇が起こる）という仮定をおく（実際にはこんな単純な方程式が成立

つわけではない。道筋をたどると GDP増大が価格上昇に間接的につながっている

ということである。あくまでも説明のためと理解してほしい）。

物価関数

するとモデル全体は，構造方程式が１本増えて以下のようになる。

・民間消費関数

・民間投資関数

・物価関数

・GDP定義式

その結果，フローチャートは以下のように変わる。

第２章 マクロ計量モデルの概要
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図２―２―２ フローチャート２

（出所） 筆者作成。

内生変数：Y，C，I，P

外生変数：G

この変更により，GDPの増大は民間消費，民間投資，価格変数を直接的

に増大させる効果をもち，上昇した価格を通じてそれは民間消費を減少さ

せる方向にも働き（ここでの γ Cは負の符号が要請されている），ひいてはGDP

自身を減少させることになる（１６）。

以下のフローチャートは，いささか不完全ながら，カンボジアの需要型

モデルを構築する試みにおいて作成したものである。需要（GDP）の増大が

需要圧力（DP）の増大を通じて一般物価（PGDP）の上昇を招き，結果とし

て需要自体への負の圧力をもたらす経路が存在するように作られている。

図中，実線矢印は当期同士の関係，点線矢印はラグをおいた関係を示し，

丸い点線の矢印は当該変数自体のラグ構造を含むことを示す。
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図２―３ フローチャート例（カンボジアモデル・植村２００９より）

（出所） 筆者作成。

第２章 マクロ計量モデルの概要
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第９節 活用の方法と実際

１．モデルの現実への適合性

必要な方程式群が（経済学的・統計学的な条件を満たして）推定され，定義

式群と合わせてモデルがひとまずの「完成」状態になっても，それだけで

は全体的なパフォーマンスが保証されたことにはならない。一本一本の方

程式が妥当に推定されており，現実の動きをうまくとらえているようにみ

えるとしても，それを組み合わせたモデルの挙動が安定しているとは限ら

ないからである。

このため，各内生変数のモデル解と観測値を一定の期間にわたり比較す

る「内挿（期間内）シミュレーション（in-sample simulation）」を行い，さら

に手直しをしていくことになるが，単体での方程式をみるのとは異なり，

内生変数 外生変数

CP 実質民間消費 CG 実質政府消費

CF 実質投資 J 実質在庫増減

GDE 実質需要側 GDP DIS 実質統計誤差

GDP 実質供給側 GDP XS 実質サービス輸出

X 実質輸出 MS 実質サービス輸入

XC 実質財輸出 SDIS 実質統計的不突合

M 実質輸入 EXR 為替レート：期間平均

MC 実質財輸入 IPOIL 国際価格：原油（平均）

K 総資本ストック LEMP 労働：就業者

POGDP 潜在総生産 USGDP 米国 GDP数量指数

DP 需要圧力 ODAJPN 日本からの ODA

PGDP GDPデフレータ POP 人口

PCF 総投資デフレータ

PM 輸入デフレータ

PX 輸出デフレータ

CPIIFS 消費者物価

表２―１ 変数名リスト

（出所） 筆者作成。
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悪い挙動をしている方程式のみを手当てすることで解決するとは限らない。

ここは試行錯誤を繰り返す必要があり，通常，モデル構築手順においてもっ

とも手間と時間がかかる作業といって差し支えない。

２．モデルパフォーマンスの三種類のテスト

内挿テストはデータ期間内でモデル解が実績値をどの程度「再現」でき

るのかをみるものである。テストの厳しさの順に，

�１ パーシャル・テスト（構造方程式単体についてみる）

�２ トータル・テスト（ラグ付き内生変数に実績値を与える）

�３ ファイナル・テスト（ラグ付き内生変数にモデル解を与える）

の三種類があり，後者ほど条件の厳しいテストとなる。このうち，パーシャ

ル・テストは個々の構造方程式を試験するものでありモデル全体のテスト

ではない。また，後者二つのちがいは，トータル・テストでは次期にもち

越されない内生変数の誤差がファイナル・テストではもち越されるという

点である。

なお，個々の方程式のパフォーマンスは定式化→推定時にすでに行われ

ているので，モデル全体の現実再現性をみるのに，通常はより厳しいファ

イナル・テストを行い，一般的にはその結果がモデル・パフォーマンスを

指すものととらえられている。

３．適合性を測る指標

モデルパフォーマンスは，モデル解と実績値の乖離をみて判断すること

になるが，これにはいくつかの指標がある。

�１ 平均平方誤差（Root Mean Squared Error: RMSE）

�２ 平均平方誤差率（Root Mean Squared Percentage Error: RMSPE）

�３ タイルの U（不一致係数・Theil U: TU）

第２章 マクロ計量モデルの概要
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�４ フォン・ノイマン比（von Neumann Ratio: VN）

平均平方誤差は平均二乗誤差ともいい，誤差の二乗の平均である。平方

根に開いてあるのは分散と標準偏差の関係と同じく，元の変数の単位に合

わせるためである（そもそも平方根は単調関数であるから，大小をみるためであ

れば中身だけをみても結果は変わらない）。

それぞれ以下のように定義されるが，これらはいずれも検定統計量では

ないので，特定の critical valueよりも大き（小さ）ければよい，といったも

のではない。あくまでも複数のモデル（方程式を入れ替えたり定式化を変更し

たりしたもの同士）を比較するための指標である。いずれの指標も，小さい

ほうが現実への追随性が高いとみなされる。

（Xt：観測値，Xt^：シミュレーション値，n：サンプルサイズ）

なお，タイルの Uは定義から RMSEに定数をかけたものにすぎないから事

実上は同一のものとみてよい。
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RMSE RMSPE Theil U VN Ratio

モデル１ １６３１７．５ ０．０２０４ ０．０１９２ ０．００９４

モデル２ ２７９７９．４ ０．０３５２ ０．０３２８ ０．０１１８

以下に実際のモデルに基づく数値例を示す。モデル１はモデル２から方

程式を一本だけとり外したものである。とり外された式はとくにパフォー

マンスが悪かったこともあり，いずれの指標でみても前者の数値が小さい

（前者の方が実績値をよく追いかけている）といえる。

なお，これらの統計量を算出するだけでなく，モデル解と実績値の両方

をグラフとしてみることもまた必須である。仮に同じような指標の数値で

あっても，�１期間内で満遍なく（適度に）実績値と乖離しているのか，�２
過去の期間は当てはまりが悪くとも直近の追随性が高いのか，�３あるいは
その逆なのか，という場合もありうるからである。そして，そうした特性

はモデルの利用法にも大きくかかわってくる。たとえば近い将来の予測を

図２―４ モデルの当てはまり

（出所） 筆者作成。

第２章 マクロ計量モデルの概要
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したいならば，上の�２のような動きをしているモデルの方がふさわしそう
だ，と感じられるのではないだろうか（１７）。

また，いくら追随性が高くなるといっても注目したい変数の方程式をと

り外してしまう（つまり外生変数にしてしまう）わけにはいかないといったジ

レンマに直面することも往々にしてある。このように，モデルを構築し，

実際に活用する段階に入るまでには，同時に色々なことに目配りをし続け

なければならない，という苦悩がある。

閑話休題。実際，先の例ではモデル１とモデル２での GDPの動きは以下

のようになり，モデル１の方が当てはまりがよいことがみてとれる。

こうしたテストを通じ，同時方程式で表されたモデルがどの程度現実経

済を表現できているかがわかる。もしもこの時点で現実経済とまったく乖

離した動きをしているようなら，その先にある分析や予測の使いものにな

らないことは明らかであろう。

４．ショック・シミュレーションとシナリオ・シミュレーション

マクロ計量モデルの活用方法はさまざまであるが，そのほとんどはシス

テムに外生的に与えられたショックが，シミュレーション期間内に各内生

変数にどう波及し，あるいは減衰していくのかを色々なやり方で観測する

ものである。そのショックの与え方によって

�１ ショック・シミュレーション

�２ シナリオ・シミュレーション

の二つに大別できる。

�１ショック・シミュレーションでは，たいていの場合，一時的な外生的攪
乱要因を設定し，それがモデル内の各経路を通じてどのように波及してい

くかをみる。

たとえば，（a）原油価格の急変，（b）為替の急変，というような国際的な要

因から（しかも一国で対処できない）与えられるショックや，（c）政府支出の

大幅な見直し，（d）政策金利や（e）税率の変更，といった，その変更が一国の
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内政に委ねられるものから来るショックが考えられる。とくに後者の場合

「政策シミュレーション」といい，政策担当者らによって政策変更の効果

などを事前に把握・評価するために用いられることがある。

一方�２シナリオ・シミュレーションは，上のような単発のショックとい
うよりは，数年（数期間）にわたる政策その他の流れが経済に与える影響を

把握するものである。たとえば，（a）消費税を初年に１ポイント，５年目か

らさらに２ポイント上昇させ，１０年後までの景気への影響をみる，（b）政府

支出のうち公務員給与を，全体としてあるシナリオに沿って５年間かけて

総額で○％削減する，（c）政策金利を１年に○ポイントずつ，○年かけて引

き上げ（下げ）る，というように，モデルに与える外生的変更をシナリオと

して事前に用意するものである。

経済予測もこちらのシナリオ・シミュレーションの範疇に入ると考えて

よい。経済予測の場合，予測対象とする内生変数（所得，消費，投資など）

の方程式の説明変数のうち，すべての外生変数の値を予測する年次（四半期，

月次）の分だけ準備する。それらの設定もある意味「予測」にあたることに

なるが，たとえば政府支出の設定については政府が公表している「○カ年

計画」や予算書などが参考になるし，輸出の設定については世界経済の全

体的な動向の見通しなどを世銀や国連といった国際機関が公表しているも

のを参考にするなど，客観的に決められるものは通常そうした情報を活用

することが多い。

５．ショック試験

ここでは，タイを例としたショック試験を２例紹介する。一つはタイ政

府による財政政策の影響を，もう一つは米国の財政政策が貿易を通じてタ

イに与える影響を計測する。二つ目の例は第６章でも同様のショック試験

の例をとり上げるが，そのやり方のちがいをみるために紹介するものである。

ところで，実はこの両方のショックとも，モデルのつくり方によっては

本質的に何らのちがいもないことがある。たとえば筆者の手元にあるタイ

モデルでは政府支出（政府消費）および輸出の両方ともが外生変数であり，

第２章 マクロ計量モデルの概要
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しかも GDP定義式への単純な足し上げのみという入り方をしているからで

ある（これは当該モデルに限らず一般の需要型モデルに多くあてはまる仕様であ

る）。

GDP＝ CP
民間消費

＋ CG
政府消費

＋ CF
総投資

＋ J
在庫増減

＋（X－M）
純輸出

この式の CGを変化させるのと，Xを同じ額だけ変化させるのとはモデル

上何の差異もないことは明らかであろう。ただし，上で「モデルのつくり

方による」と書いたとおり，もしどちらかあるいは両方の変数がモデル内

でそれぞれ別の方程式の説明変数に使われているなど，モデルからみて異

なる入り方をしている場合にはそのかぎりでないこともまた明らかであろ

う。

現在のタイモデルは上記のように政府消費も輸出も GDP定義式での単な

る足し算として入っているが，実際，過去にアジア経済研究所で予測目的

に使用していたマレーシアモデルでは輸入関数の説明要因として輸出が導

入されていたことがある。これはマレーシアでは原材料・中間財を輸入し

て最終財に組み立て，輸出する加工貿易が重要な役割を果たしている特色

を明示的に表現した（未来の輸出の代理変数として当期のそれを使った）もの

である。このような場合には政府支出へのショックと輸出へのショックは

それぞれ別の経路（一部重複するが）を通じてモデルに与えられることにな

る。

６．外生変数に与えるショック

本質的に同じショックとはいえ，この２例では外生ショックの設定方法

は異なる。それぞれについて設定の手順を確認しておく。

７．政府消費に与えるショック

基準年において，タイの政府消費が１０％増大する場合を考える。基準年
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政府消費

２００８ １，４２０．０

２００９ １，５６５．９

２０１０ １，７１１．９

２０１１ １，７７０．３

２０１２ １，８９０．７

２０１３ １，９３７．８

２０１４ １，９７７．９

表２―２ タイの政府支出（実質）
（bil. baht）

（出所） 筆者作成。

DUM G_SHOCK

２０１０ １７１．１９

２０１１ ０

２０１２ ０

２０１３ ０

２０１４ ０

表２―３ ショック後予測

（出所） 筆者作成。

周辺のタイの政府消費（実質）は以下のとおりである（現バージョンのタイモ

デルでは投資は民間部門と公共部門に分けられていない）。

シミュレーションのシナリオは「２０１０年における政府消費の１０％増大」

であるから，２０１０年の政府支出の総額１兆７１１９億バーツの１０％分の１７１１億

９０００万バーツ（１７１．１９（１０億バーツ））を上記の GDP定義式に加えるための

変数を設定する。これを「Gショックダミー（DUM_G _SHOCK）」と名づけ

る。２０１０年以外についてはショックは与えないのでこの変数の値はすべて

０とする。また，シミュレーション開始年は２０１０年とする（それ以前からシ

ミュレートすると，本来ショックを与えるべき２０１０年の値が上の設定と変わって

しまうため）。

GDP＝CP＋（CG＋DUM_G_SHOCK）＋CF+J＋（X－M）

第２章 マクロ計量モデルの概要
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なお，この１７１．１９という値は，２０１０年のベースケース GDP（１０８０２）の

１．５％強に当たる規模である。

８．輸出に与えるショック

一方，米国の財政支出増が貿易を通じてタイ経済に影響を与えるという

シミュレーション試験の場合，ショック変数の設定は若干複雑になる。こ

こでは，米国の政府支出がある１年だけ倍になったという想定で，それが

タイ経済にどのように影響するかを計測するいくつかのやり方を紹介する。

はじめに，米国の財政支出増が GDP増大を通じて自国の輸入増にどれだ

け貢献するかをみるため，以下のような単純な米国の輸入関数を推定する。

大まかな乗数効果をみるだけなので，ここでは国民経済計算の輸入を GDP

のみで説明するという定式化にしておく。

M＝f［GDP］

実際に米国のデータを用いてこの推定を行い，以下の結果を得る（括弧内は

t値）。

M＝－１５８５．５１＋０．２６６２８４＊GDP

（１９．４） （４２．１）

サンプル期間：［１９９０－２０１３（２４）］

R２（自由度修正済決定係数）＝０．９８７１９

米国の政府消費および投資について基準年付近の数値（実質）は以下のとお

り。

これより米国の政府支出をたとえば２０１０年に倍増させる。この３１７４（１０億ド

ル）は米国の GDP定義式にそのまま足し上げられるので，GDPは同じ額だ

け上昇する。従って，上の輸入関数の GDPの係数と掛け合わせると，２０１０

年の米国の輸入は０．２６６２８４×３１７４＝８４５．２（１０億ドル）の増大が見込まれる

ことになる。

※実際は政府支出の増大がそのまま GDPに上乗せされるほど単純ではな

62



米国輸入財全体

相 手 国

Aus ・ ・ ・ Tha ・ ・ ・ Wld

０．００４４７１４８ ・ ・ ・ ０．０１２００９６３ ・ ・ ・ １

表２―５ 米国の輸入に占めるタイの割合

（出所） 筆者作成。

いし，輸入への影響もこれほど一直線なものにならないことは明らかであ

るが，考え方の一つとして割り切ってほしい。

つぎに，米国の輸入全体に占めるタイの割合をみる。米国の輸入シェア

（一部）は２０１０年で以下のとおりである。

この数値を使えば，米国で増大する輸入分のうち，１．２％ほどがタイ由来で

あることになり，輸入増大分と掛け合わせれば，８４５．２×０．０１２００９６３＝１０．１５

（１０億ドル）がタイからの輸入増大分と算出される。

さて，タイモデルは１０億バーツ，米国モデルは１０億ドル単位のデータで

動いているので，この値をタイモデルに適用するため，為替レートの変換

が必要となる。２０１０年のタイバーツ／米ドルレート（年平均）は３１．６８５７で

あるから，換算すると

１０．１５（１０億ドル）×３１．６８５７＝３２１．６１（１０億バーツ）

政府消費 政府投資 計

２００８ ２，３９８．９ ６１８．３ ３，０１７．２

２００９ ２，４８２．２ ６９１．２ ３，１７３．４

２０１０ ２，５２２．２ ６５１．８ ３，１７４．０

２０１１ ２，４５３．４ ５８６．１ ３，０３９．５

２０１２ ２，４１６．３ ５６１．４ ２，９７７．７

２０１３ ２，３６２．３ ５３７．９ ２，９００．２

２０１４ ２，３５５．８ ５３４．９ ２，８９０．７

表２―４ 米国の消費および投資
（１０億ドル）

（出所） 筆者作成。
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DUM X_SHOCK

２００８ ０

２００９ ０

２０１０ ３２１．６１

２０１１ ０

２０１２ ０

２０１３ ０

２０１４ ０

表２―６ ショックダミー付

（出所） 筆者作成。

となる。ここで，片方のモデルが百万通貨単位で動いている場合にはその

分の調整ももちろん必要となる。

あとは同様に，GDP定義式に加えるための変数（Xショックダミー：DUM

_X_SHOCK）を準備し，以下のように設定する。２０１０年以外についてはショッ

クは与えないことも同様である。

GDP＝CP＋CG＋CF＋J＋（［X＋DUM_X_SHOCK］－M）

３２１．６１という値は，２０１０年のベースケースGDP（１０８０２．４）の３．０％弱に当た

る。

※なお，ここでは基準年でのショック試験のため為替換算は単純なもの

となっているが，それ以外の年について行うときは若干注意する必要があ

る。この点については巻末「補遺 第６章 ドル建てと各国通貨建てを」

参考にしながら考察してほしい。

９．ショック試験の結果

上でみたとおり，G_SHOCKも X_SHOCKも，どちらもGDPに単純に上

乗せするというだけであるから，ことさらに変数名を変える必要もなく，

ショックの規模が異なるというだけである。実際，これらのショックを与

えた結果，GDP，民間消費（CP）および総輸入（M）に現れる影響を以下に
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G_SHOCK（１７１．１９） X_SHOCK（３２１．６１）

GDP CP M GDP CP M

２．１４％ ０．８７％ １．４８％ ２０１０ ４．０１％ １．６２％ ２．７７％

－０．３５％ ０．３１％ ０．５３％ ２０１１ －０．６６％ ０．５７％ ０．９９％

－０．１４％ ０．１１％ ０．１９％ ２０１２ －０．２６％ ０．２０％ ０．３５％

－０．０５％ ０．０３％ ０．０６％ ２０１３ －０．０９％ ０．０６％ ０．１２％

０．００％ ０．００％ ０．００％ ２０１４ ０．００％ ０．００％ ０．００％

表２―７ ショック試験の結果

（出所） 筆者作成。

示す。これらの数値は，ベースケースとの乖離である。

結果をみると，与えたショック（１７１．６９，３２１．６１）が GDP初年値（ベース

ケース）のそれぞれ（１．５％強，３．０％弱）であったのに対し，モデルを解いて

得られた影響はそれぞれ（２．１％，４．０％） 程度となっており，モデル全体を

通じて得られる解が与えたショックの総量と異なっていることに注意して

ほしい。また，G_SHOCK と X_SHOCK の比率は倍程度の開きがあるが，

とくに初年において各変数に生じる影響の度合いもおおむね倍くらい異な

ることがわかる。

また，これらのシミュレーションを通じ，（国内・海外を問わず）与えられ

た GDPに対するプラスのショックが，一方で民間消費を押し上げる方向に

寄与しているものの，同じショックが同時に GDP増大→輸入増大を招き，

結果として GDP全体で翌年以降に負の影響として現れる，ということも確

認される。

１０．より精緻に行ってみる

上で述べた米国の財政拡大のケースは，単純な輸入関数の係数によりGDP

増大を輸入拡大に読み替えているが，もし米国モデルを保有しているなら

ば，次のような試みもありうるだろう。

この方法は樋田・山路・植村（１９９４），Toida, Yamaji and Uemura（１９９４）
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Year bil.$ （％）

２０１０ １１６．１４ ４．４０

２０１１ ５９．４５ ２．２２

２０１２ ３０．４８ １．１２

２０１３ １５．６４ ０．５７

表２―８ 米国の総輸入の拡大幅

（出所） 筆者作成。

で開発したリンクシステムの一部分（簡便法）として実装されていたものを

参考にしている。

�１ 政府支出拡大の規模は同一とする（２０１０年に倍増）

�２ 米国モデルをその条件で解くことにより，輸入の増大分が求まる

�３ 残りの手順は上と同一

簡単な米国モデルで上記�１�２の手順を行ってみたところ，輸入の増大分
は以下のように算出された。（以下，丸め誤差が一部に生じている場合がある）

総輸入の増大分は初年（２０１０年）で１１６．１４（１０億ドル）程度と，６３頁の８４５．２

と比べるとかなり小さな値となる。これは同頁の単純な積算に比べ，米国

の GDP上昇が国内需要項目を通じ，GDPを再調整する，というサイクルを

経ているところからきている。なお，ここでは米国の GDP増大分から輸入

拡大分を計算するのではなく，米国モデルの内生変数である輸入の増大そ

のものをみていることに注意されたい。

手順�３では，表２―５のタイからの輸入シェアを乗じることにより

１１６．１４×０．０１２００９６３＝１．３９４７９８（１０億ドル）

がタイからの輸入増大分と算出される。同様に手続きを進めると，この数

値は

１．３９４７９８（１０億ドル）×３１．６８５７＝４４．２０（１０億バーツ）
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X_SHOCK（５０６５．６）

GDP CP M

２０１０ ０．５５％ ０．２３％ ０．３８％

２０１１ －０．０９％ ０．０８％ ０．１４％

２０１２ －０．０４％ ０．０３％ ０．０５％

２０１３ －０．０１％ ０．０１％ ０．０２％

２０１４ ０．００％ ０．００％ ０．００％

表２―９ ベースケースとの乖離

（出所） 筆者作成。

となる。

この値を同様にタイモデルに適用し，ベースケースとの乖離をみると，

以下のようになる。タイモデル自体の構造は同じだから２年目以降，GDP

増大が輸入拡大を招き，結果として GDPはベースケースよりも下落すると

いう構図は同じである。

こうしたちがいは，タイモデル，米国モデル両方の設計・定式化・モデ

ルパフォーマンスのちがいなどによりさまざまな差となって現れてくるこ

とはもちろんである。

なお，上の表２―９から，米国モデルに与えたショックは１年で消滅せずに

２年目以降も（減衰しながら）継続することが計測されていることがわかる。

基準年以外の年については為替の換算が若干複雑にはなるが，この情報か

らタイモデルに２年目以降に与える外生ショックの値を算出することも可

能である。どのようにすればよいのか，頭の体操のつもりで考えてみてほ

しい。

１１．シナリオ試験

前節でみたタイモデルで，政府支出を１年だけ増大させてみると２年目

以降には GDP増大が輸入の拡大を招き，結果として GDP全体ではベース

ケースよりも縮小してしまうことがみられた。そこで，２年目以降にちょ

第２章 マクロ計量モデルの概要
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G_SHOCK（１７１．１９）

GDP CP M

２０１０ ２．１４％ ０．８７％ １．４８％

２０１１ －０．３５％ ０．３１％ ０．５３％

２０１２ －０．１４％ ０．１１％ ０．１９％

２０１３ －０．０５％ ０．０３％ ０．０６％

２０１４ ０．００％ ０．００％ ０．００％

表２―１０ ショック試験結果（表２―７ 左 再掲）

（出所） 筆者作成。

ベースケース G_SHOCK
GDP 減少分 規模 設定

２０１０ １１，７７３．４４ － － １７１．１９
２０１１ １１，７４０．７１ －０．３５％ ４１．７９ ４１．７９
２０１２ １１，７２２．３５ －０．１４％ １６．１３ １６．１３
２０１３ １１，４４７．００ －０．０５％ ５．８１ ５．８１
２０１４ １２，０９３．７７ － － ０

表２―１１ 政府支出への追加分（G_SHOCK）

（出所） 筆者作成。

うどその分をカバーする程度の規模で政府支出を増大させる，といった「手

当て」が考えられる。

１２．政府支出に関するシナリオ

前節では２０１０年一時点におけるショックであったが，その結果として２０１１

年以降，以下のような GDP縮小を招いていた（再掲）。

そこで，２０１１年から２０１３年にGDP規模のそれぞれ０．３５％，０．１４％，０．０５％

の手当てを，政府消費を通じて行うシナリオを考える。ベースケースのGDP

は各年で以下のとおりであるから，手当ての規模も自動的に決められ，そ

れは政府支出への追加分（G_SHOCK）として設定すればよい。
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G_SHOCK

GDP CP M

２０１０ ２．１４％ ０．８７％ １．４８％

２０１１ ０．１２％ ０．５０％ ０．８７％

２０１２ －０．０４％ ０．２５％ ０．４３％

２０１３ －０．０５％ ０．１１％ ０．１９％

２０１４ ０．００％ ０．００％ ０．００％

表２―１２ シミュレーション

（出所） 筆者作成。

この「シナリオ」に基づいてシミュレーションを行った結果を以下に示す。

この「手当て」の結果，２年目の GDPはプラスに転じ，３年目のマイナ

ス幅は縮小する。しかし，その GDPの好転は輸入の増大を招き，４年目に

民間消費は改善されるが輸入増とのバランスでGDP縮小幅は改善されない。

１３．シナリオ比較の例～カンボジアのケース

植村（２００９）では需要型・供給型カンボジアモデルをそれぞれ構築し，需

要型モデルについては簡単なシミュレーション実験を行っている。それに

よると，１９９０年代半ば～００年代半ばの日本からカンボジアへの政府開発援

助（ODA）は二国間および国際機関からの開発援助を含めても常に最大の供

与を行っており，とくに二国間で見ればカンボジアが受け取るODAの３割

から４割程度が日本からの供与である。これら ODAはマクロ計量モデルの

枠組みを通してみれば公共投資の拡大を通じて GDPに直接の影響を与え，

そこから間接的に消費や輸入といった諸変数へも波及する。また，投資増

大は国内資本ストックの増大につながり，それはカンボジアの潜在的な生

産力の増強にも寄与し，雇用増大や所得上昇といった社会的安定性を高め

る効果があるとともに，過剰な超過需要の存在による物価上昇を抑制する

効果も併せもつとしている（植村２００９）。シミュレーションでは日本のODA

がカンボジア経済に与える影響を，次の二とおりのシナリオで分析してい
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ベース シナリオ１ シナリオ２

ケース 供与額 乖離＊ 供与額 乖離＊

Year 1 ９９．２ ２３９．２ １４１．１０％ １１９．２ ２０．２０％

Year 2 １２０．２ １２０．２ ０．００％ １４０．２ １６．６０％

Year 3 ９８．６ ９８．６ ０．００％ １１８．６ ２０．３０％

Year 4 １２５．９ １２５．９ ０．００％ １４５．９ １５．９０％

Year 5 ８６．３ ８６．３ ０．００％ １０６．３ ２３．２０％

Year 6 １００．６ １００．６ ０．００％ １２０．６ １９．９０％

Year 7 １０６．３ １０６．３ ０．００％ １２６．３ １８．８０％

表２―１３ 外生条件
（１００万米ドル，％）

（出所） 筆者作成。
（注） ＊ベースケース値との乖離。

る。なお，シミュレーション期間を２０００～２００６年の７年間とした期間内シミュ

レーション（in-sample simulation）を行い，外生的ショックとしてはこの期

間の日本の年平均供与額１億５３０万ドル（カンボジアのGDPの２％内外）を参

考に，以下のように決めている。

�１ １億４０００万ドル全額を初年に供与，次年以降はベースケースと同じ

�２ 毎年２０００万ドルずつをベースケースに上乗せ

いずれのシナリオでも，総額は７年間で１億４０００万ドル増大することに

なる。これら二つのシナリオを表にすると以下のようになる（植村２００９，６５

「表２―６（３B）」を転載）。

この二つのシナリオによるシミュレーション結果を，いくつかの変数に

ついてベースケースからの乖離度合いで比較すると以下のようになってい

る（植村（２００９）の結果より筆者作成）。

これらの結果から，初年に全額を一気に投入したケース（シナリオ１）では，

初年にはプラスの影響が出るものの，２年目以降はその反動として負の影

響が現れる。また，過剰な資本ストックの積み上がりは過剰な潜在成長力

をもたらし，下落した総需要と相まって需要圧力が急激に下落することか

ら２年目以降の物価下落を引き起こしている。
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Year 1 Year 2 Year 3 Year 4 Year 5 Year 6 Year 7

GDP
（S１） ３．９ －０．０３ －０．１２ －０．１ －０．０９ －０．０７ －０．０６

（S２） ０．７９ ０．６６ ０．７１ ０．５６ ０．８３ ０．７２ ０．７

総投資
（S１） １３．５１ －０．０３ －０．３５ －０．３ －０．２６ －０．２２ －０．１９

（S２） ２．６６ ２．２２ ２．５１ １．９６ ２．８４ ２．４４ ２．３１

資本ストック
（S１） ０ １．８１ １．５５ １．３ １．０９ ０．９３ ０．７８

（S２） ０ ０．３６ ０．６２ ０．８７ １．０１ １．２６ １．３９

潜在生産
（S１） ０ ０．８７ ０．７５ ０．６３ ０．５３ ０．４５ ０．３７

（S２） ０ ０．１７ ０．３ ０．４２ ０．４８ ０．５９ ０．６７

一般物価
（S１） ０．４７ －０．３ －０．２７ －０．２３ －０．１９ －０．１６ －０．１４

（S２） ０．１ ０．０２ －０．０２ －０．０７ －０．０６ －０．１１ －０．１４

表２―１４ シミュレーション結果
（ベースケースからの乖離，％）

（出所） 筆者作成。
（注） S１，S２はそれぞれシナリオ１，シナリオ２を示す。
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一方で，毎年同額を上乗せしたケース（シナリオ２）では，GDP押上げ効

果が緩やかであり，２年目以降もストック増大が総需要の増大に追いつい

ている。このため，需要圧力の上昇もシミュレーション期間を通じて緩や

かであり，結果として３年目以降に一貫して一般物価の下落が計測される。

これはシナリオ１で起こった需要減退を伴う物価下落とは異なり，ストッ

ク増強に伴う潜在生産の上昇に支えられたむしろ健康的なものであるとい

える。

以上から，政府開発援助のあり方として，一時的に巨額の投下をするよ

りは，少額でも息の長い協力を継続する方が，カンボジアの適正な成長に

寄与するということがいえる（植村２００９）。

（コラム）「予測」とは「立ち位置を決める」ことでもある

マクロ計量モデルによる予測では，未来の予測したい期間についての，し

かもモデルの外から与えるための条件を決めるのが重要である（これについ

ては第３節「内生変数と外生変数」参照）が，それと同じく重要なのが，現

在までの状況を確固たるものとしておくということである。土台がしっかり
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していなければ建造物の構築が不可能なのと同様，わかりうる最近の経済の

姿が確定していないことには予測のしようがない。

筆者の経験を顧みると，かつてアジア経済研究所で東・東南アジア各国地

域の経済予測を発表していたことがあるが，この「予測」というのが毎年１２

月に，当年および翌年の経済成長率とインフレ率とを発表するものであっ

た（１８）。ある年の成長率はその年の経済が確定しないかぎり決まらないから，

それを事前に推計するために，四半期や月次の情報を最新時点まで収集した

ものである（当初は今と違ってネットによるデータ配信など存在しなかった

ので，最新の統計書・統計データの入手というのがまた一仕事であった）。も

ちろん前年以前のデータ更新などにも細心の注意を払ったことはいうまでも

ない。こうしてみると，経済「予測」とはいうものの，それで一番確実にわ

かることというのは，「現在自分の立っている位置」の詳細な情報であったと

もいえる。

図２―５ 予測のスタンス

（出所） 筆者作成。

おわりに

本章は，マクロ計量モデルとは何ぞや，という問いから始め，その特徴

やメリット・デメリットをふまえたうえで，実際にモデルを構築するため

の手順やその利用法についてごく簡単に網羅したものである。

筆者はアジア経済研究所でマクロ計量モデルによる予測・分析を長く手

がけてきたが，当初はこれといったマニュアルや教科書があるわけでもな
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く，その「徒弟期間」のほとんどにおいてチーム内の口伝で技術継承が行

われてきたのである。そこで本章では，学部レベルの経済学や統計学の知

識がひととおりある読者を対象に，初学者がマクロ計量モデルを作成しよ

うと試みる際，全体を俯瞰できる一定の高みまでは到達できるように配慮

したつもりである。胸突き坂を登りきってしまえば，その先は自ずとみえ

てくるはずである。あとは各自，それぞれの方法や方向性，ペース配分で

じっくり楽しんでください。

〔注〕
�１ モデルの挙動試験などのためにわざとおかしな仮定をおいて作成する，などとい
う場合もあるので少し慎重な書き方をしてみた。

�２ さまざまな経済モデルの中には，こうしたパラメータも分析者が決定するものが
ある。

�３ 生産関数には他にも CES型，トランスログ型，VES型など，さまざまな特性と限
界を持つ型が提唱されている（坂野他２００４）。また，CES生産関数の応用について
は小川・斎藤・二宮（１９９１）に日本について推定した実例がある。

�４ 今川（１９７９）では，供給先決型モデルの原型を「供給天井型実質フローモデル」
と呼んでいる。ここでは供給制約要因として資本ストックのみを考え，労働力は無
制限に供給されると仮定している。

�５ たとえば世銀や IMF，ADBなどの国際機関による「Economic Outlook」といった
報告にしばしば利用例が見られる。

�６ 当然これらの操作をするツールとしてのソフトウェア等も必要となる。本書で取
り扱うマクロ計量モデルおよび貿易リンクシステムは EViewsというソフトウェアを
用いている。

�７ ここに挙げた統計量群は，最低でもこのくらいは目配りをしておかなければなら
ないもの，という基準で選んでいる。EViewsのようなパッケージソフトではこのほ
かにも多種多様な統計量が出力されるので，それらについては必要に応じて検討し
ていただきたい。

�８ いささか無理のある仮定であるが説明のためとご理解願いたい。
�９ 実際には上記の他，在庫増減や統計上の不突合といった項目があることもあり，
民間消費も家計その他に細分類され，投資も同様に設備・建設といった細分類がな
されているが，ここでは簡単化のために省略する。

�１０ こういう「その行く先のない」定義式をモデル専門家はしばしば「盲腸」などと
呼んだりしていた。「その式は盲腸？」といった会話が昔は普通になされていたこと
を懐かしく思い出す（今はどうなのだろうか？）。

�１１ ラグ項の係数が１よりも大きい場合，例えば極端に係数が２であるなどという場
合を想定してみると，今年の消費は前年の消費の２倍，前々年の４倍…という影響
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を受け続けることになる。これではモデルは発散してしまう。
�１２ ただし，第５節でふれたとおり，説明変数群の中に被説明変数のラグ項がある場
合には DW統計量による検定はできず，代わりに h統計量を用いた h検定が必要と
なる。蓑谷（１９９７）などを参照のこと。

�１３ 不偏性，一致性といった推定量の性質については統計学の適切な参考書を参照さ
れたい。

�１４ 一意に決まる場合が一番望ましいのはいうまでもないが，最後の例のような複数
の式が出るケースの場合はそれに対処する手法が用意されているため，致命的な問
題ではない。

�１５ Y と C及び Iへの行き来が（行き帰りとも）正符号であるため，何かの拍子で消
費や投資が不安定に増え始めるとそれが増幅してしまう。

�１６ このような単純な変更でつねにうまく解決できるとはかぎらないが，この考え方
は重要である。一変数のある方向への変化が自分自身の同方向への変化を加速させ
るようなルートしかないようなモデルは危険である。

�１７ ところが，実はこうしたことをまったく気にかけなくとも，データ（材料）があっ
て適当なソフトウェア（調理器具）がありさえすれば，あとはその器具が「勝手に」
結果を出してくれる（モデルは作れる）というのも事実である。前節で述べたフロー
チャートを描くことも含め，「データ自体をよく見る」「データに語らせる」「データ
間の関係を把握する」ことなしに分析だけを進めるのは大いなる誤りである。久保
（２０１２） では，「『理解しないままソフトウェアを使う』作法を（仮に）ブラックボッ
クス統計学と呼ぶ」としているが，より広く考えれば「データをよく見ずして分析
に入る」こともまたその作法に他ならない。

�１８ 作業を行っているその年については予測という言葉を用いず，計測といっていた。

〔参考・関連文献〕

ここでは，本論内で直接引用したもの（行頭に†印を付す）以外にも，参考となろう
文献を挙げておく。中には現在では絶版となり入手しづらいものも含まれているが，最
近はネット書店の品揃えもかなり充実しているので，図書館とあわせて活用してほしい。
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